
公明
平和改革 旧民主 自由

労働基準法改訂（98年）
　非正規雇用を増やす３年契
約の有期雇用制度の新設

○ ● ● ● ● ●

労働者派遣法改訂（99年）
　２６だった派遣対象業務を原
則自由化（製造業など４分野
を除く）

○ ● ● ● ● ●

労働基準法改訂（03年）
　有期雇用制の拡大 ○ ● ● ● ● ○
労働者派遣法・職安法改訂
（03年）
　製造業への派遣拡大

○ ● ● ● ● ○

改訂案に反対○、賛成●

社民
民主

法律名と内容 共産 自民

民
主
党
も
法
改
悪
を
推
進
し
て
い
る

い
ま
民
主
党
は
「
非
正
規
の
著
し
い
増
加
の
主

因
は
、
度
重
な
る
派
遣
法
制
の
変
更
に
あ
る
」

（
松
本
議
員
の
衆
議
院
代
表
質
問
）
な
ど
と
言
っ

て
政
府
を
批
判
し
て
い
ま
す
が
、
今
ま
で
の
「
派

遣
法
の
変
更
」
に
賛
成
を
し
て
来
た
過
去
に
は
だ

ん
ま
り
の
ま
ま
で
は
、
そ
の
姿
勢
が
問
わ
れ
ま
す
。

（
今
ま
で
の
労
働
法
制
の
改
悪
に

対
す
る
各
党
の
態
度
は
下
表
）

今
度
の
参
議
院
選
挙
争
点
は

一
、
住
民
税
の
大
増
税
を
今
か
ら
で
も
中
止
を

一
、
「
消
え
た
年
金
」
問
題
を
国
の
責
任
で
、

一
人
残
ら
ず
、
急
い
で
解
決
さ
せ
る

一
、
貧
困
と
格
差
を
た
だ
す
転
換
を
図
る

一
、
不
正
・
腐
敗
を
一
掃
し
、
清
潔
な
政
治
を

築
く

一
、
憲
法
改
悪
に
反
対
し
、
平
和
な
日
本
を
め

ざ
す

今
ほ
ど
、
平
和
と
民
主
主
義
が
脅
か
さ
れ
て
い
る
時

は
な
く
、
し
っ
か
り
と
し
た
選
択
を
し
ま
し
ょ
う
。
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労
働
法
制
の
改
悪
が
続
く
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非
正
規
雇
用
を
推
進
し
た
政
党

＊
厚
生
労
働
省
は

６
月
25
日
、
05
年
度

の
公
的
年
金
の
財
政

状
況
を
社
会
保
障
審

議
会
（
厚
労
相
の
諮

問
機
関
）
年
金
数
理

部
会
に
報
告
し
た
。
厚
生

年
金
の
収
支
（
黒
字
額
）

は
時
価
ベ
ー
ス
で
前
年
度

比
２
５
９
・
４
％
増
の
８

兆
３
２
６
７
億
円
と
、
株

高
に
よ
る
運
用
収
入
の
増

加
で
大
幅
に
改
善
し
た
。

基
礎
年
金
を
給
付
す
る
た

め
に
必
要
な
現
役
世
代
の

保
険
料
負
担
額
は
、
１
人

あ
た
り
月
額
で
１
万
４
９

０
５
円
と
２
年
ぶ
り
に
１

万
５
０
０
０
円
を
切
っ
た
。

会
社
員
が
加
入
す
る
厚
生

年
金
の
05
年
度
の
収
入
総

額
は
時
価
ベ
ー
ス
で
45
兆

９
３
３
５
億
円
。
積
立
金

の
運
用
利
回
り
は
株
価
回

復
で
６
・
82
％
と
同
４
・

09
％
上
昇
し
た
。
と
の
状

況
で
あ
り
、
年
金
給
付
に

も
反
映
を
願
い
た
い
。

集積回路



主要半導体製品の売上げ見通し

製　　品
０７年売
上高（単
位：億㌦）

前年比
伸び率
(%)

06-10年
の平均成
長率(%)

ディスクリート 171 2.9 4.3
光エレクトロニクス 165 1.3 5.7
アナログ 370 0.1 5.9
ＭＯＳマイクロ 542 0.5 5.6
ＭＰＵ 326 ▲1.6 4.9
ＭＯＳロジック 636 5.7 6.6
メモリー 583 ▲0.3 3.5
ＤＲＡＭ 345 2.0 4.5
半導体市場全体 2,521 1.8 5.4

（出所：ＳＩＡ）

世
界
の
半
導
体
売
上
げ

07
年
予
想
を
下
方
修
正

米
半
導
体
工
業
会
（
Ｓ
Ｉ
Ａ
）
は
13
日
、
07
年
の
世
界
半
導
体
売
上

げ
見
通
し
を
当
初
予
測
の
前
年
比
10
％
増
の
２
７
３
８
億
ド
ル
か
ら
、

前
年
比
１
・
８
％
増
の
２
５
２
０
億
ド
ル
に
下
方
修
正
す
る
と
発
表
し

た
。
マ
イ
ク
ロ
プ
ロ
セ
ッ
サ
（
Ｍ
Ｐ
Ｕ
）
、
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
、
Ｎ
Ａ
Ｎ
Ｄ
型

フ
ラ
ッ
シ
ュ
メ
モ
リ
ー
と
い
っ
た
主
要
３
分
野
の
単
価
の
落
ち
込
み
が

深
刻
で
売
上
げ
が
低
迷
し
て
い
る
た
め
と
分
析
し
て
い
る
。

世
界
半
導
体
市
場
統
計
（
Ｗ
Ｓ
Ｔ
Ｓ
）
で
は
、
４
月
の
出
荷
数
は
前

年
同
月
比
54
％
増
な

が
ら
、
単
価
は
35
％

以
上
下
落
し
た
と
い

う
。Ｓ

Ｉ
Ａ
は
、
今
後

４
年
間
の
年
平
均
５
・

４
％
で
成
長
し
、
２

０
１
０
年
に
は
売
上

高
３
０
６
０
億
ド
ル

に
達
す
る
と
発
表
し

た
。

（
07
年
６
月
15
日
付

「
電
波
新
聞
」
）
と

報
道
し
て
い
ま
す
。
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組合員有志らが
日立労組本部へ要請

６月１日、組合員有志１８名連名で０７

春闘での問題点と２１項目の要請を日立労

組本部中執の総務部長に１時間１０分にわ

たり、当日出席をした１０名の方々が項目

別に職場実態を含めて話しました。

当日参加した私は、春闘における電機連

合の統一闘争の強化が求められている。別

会社化で労働組合の無いところが増えてい

る。１０万人の日立労組が３万人になって

しまった。日立の名がつく会社は全部労働

組合を作る方針を打ち出してほしい。再雇

用者の身分保障が無い。再雇用者を組合へ

組織する方針を明確にして欲しい。主旨の

要請を行ないました。 （谷口）



６
月
16
日
（
土
）
、
電
機
労
働
者

懇
談
会
は
、
小
木
和
男
弁
護
士
を
講

師
に
「
労
働
法
制
改
悪
の
動
き
と
問

題
点
」
と
題
し
て
都
内
で
学
習
会
を

行
い
ま
し
た
。

労
働
者
派
遣
法
の
改
悪

１
９
８
５
年
に
始

ま
っ
た
労
働
者
派
遣

事
業
法
は
、
１
９
９

９
年
・
２
０
０
３
年

の
改
定
で
原
則
自
由

化
さ
れ
製
造
業
へ
も

派
遣
労
働
者
が
入
っ

て
き
ま
し
た
。
し
か

も
派
遣
期
間
は
１
年

間
で
そ
れ
を
超
え
て

働
か
せ
る
場
合
に
は

正
社
員
に
採
用
し
な

さ
い
と
し
て
い
た
も

の
が
、
最
長
３
年
間

雇
用
で
き
る
と
な
り

ま
し
た
。

労
働
基
準
法
の
改
悪

い
わ
ゆ
る
臨
時
雇
い
の
労
働
者
、
３
ヶ

月
更
新
と
か
６
ヶ
月
更
新
で
雇
用
し
て

い
た
も
の
が
２
０
０
３
年
の
規
制
緩
和

で
原
則
３
年
、
専
門
職
は
５
年
と
な
り

ま
し
た
。

さ
ら
に
１
９
８
７
年

か
ら
始
ま
っ
た
裁
量
労

働
制
も
１
９
９
８
年
・

２
０
０
３
年
の
改
定
で
、

労
働
組
合
や
、
労
使
委

員
会
の
合
意
が
あ
れ
ば

専
門
職
は
個
人
の
同
意

は
不
要
で
す
。
企
画
職

は
個
人
同
意
が
必
要
な

た
め
、
同
意
し
な
け
れ

ば
裁
量
労
働
か
ら
は
ず

れ
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

そ
の
他
、
変
形
労
働

時
間
制
拡
大
や
フ
レ
ッ

ク
ス
タ
イ
ム
制
の
導
入

な
ど
。

こ
れ
ま
で
の
改
悪
が

も
た
ら
し
た
も
の

企
業
は
正
社
員
を
派
遣
や

有
期
雇
用
の
非
正
規
労
働
者

に
置
き
換
え
、
裁
量
労
働
や

変
形
労
働
で
残
業
手
当
て
の

カ
ッ
ト
を
は
か
り
格
差
と
貧

困
は
ま
す
ま
す
拡
大
し
て
い

ま
す
。

今
後
は
何
が

狙
わ
れ
て
い
る
か

①
何
時
間
働
い
て
も
残
業
代
を
払
わ
な

い
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
エ
グ
ゼ
ン
プ
シ
ョ

ン
の
創
設
。

②
正
社
員
解
雇
の
緩
和
。
お
金
で
解
雇

の
解
決
が
で
き
る
。

③
派
遣
や
有
期
契
約
の
期
限
撤
廃
。

④
労
働
組
合
法
の
改
悪
。
多
数
組
合
で

決
ま
っ
た
こ
と
は
少
数
組
合
と
団
交
し

な
く
て
も
良
い
。

以
上
の
よ
う
な
こ
と
が
参
議
院
選
挙

が
終
わ
る
と
ま
た
問
題
に
さ
れ
て
き
ま

す
。若

者
の
立
ち
上
が
り
や
団
塊
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
等
、
こ
れ
ら
の
闘
い
に
立
ち
あ

が
る
材
料
は
あ
る
。
と
話
し
て
く
だ
さ

い
ま
し
た
。

そ
の
あ
と
日
立
関
連
会
社
の
の
有
期

雇
用
雇
い
止
め
、
Ｎ
Ｅ
Ｃ
の
裁
量
労
働

制
、
東
芝
の
偽
装
請
負
、
沖
電
機
の
再

雇
用
問
題
な
ど
職
場
報
告
が
話
さ
れ
ま

し
た
。

（
Ｈ
）
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◎
年
金
は
「振
込
み
」詐
欺
？

１
０
０
年
安
心
と
言
っ
て
い
た
が

と
ん
で
も
な
い
事
態
だ
！

◎
ひ
き
肉
の
偽
装

次
か
ら
次
と
出
て
く
る

食
卓
へ
の
裏
切
り
行
為

よ
く
こ
ん
な
事
を
考
え
る
わ
！

休
憩
室

労
働
法
制
改
悪
の
動
き
と
問
題
点



雨
の
日
は
危
険

事
務
所
と
現
場
が
本
館
と

テ
ク
ノ
館
に
離
れ
て
い
る
た

め
、
ど
う
し
て
も
行
き
来
が

必
要
に
な
る
。
テ
ク
ノ
館
を

出
た
と
こ
ろ
は
道
路
ま
で
の

間
が
坂
に
な
っ
て
い
る
が
、

雨
で
濡
れ
る
と
滑
り
や
す
く

思
わ
ず
転
び
そ
う
に
な
っ
た
。

そ
れ
以
来
雨
の
日
は
、
ゆ
っ

く
り
一
歩
一
歩
踏
み
し
め
て

歩
く
よ
う
に
し
て
い
る
。

（
Ｍ
）

住
民
税
の

大
幅
値
上
げ

６
月
の
賃
金
か
ら
住
民
税

が
定
率
減
税
廃
止
と
税
源
移

譲
と
で
大
幅
に
値
上
げ
さ
れ

た
。
わ
た
し
は
１
・
５
倍
だ
っ

た
が
夫
は
２
倍
に
な
っ
た
。

介
護
保
険
料
は
住
民
税
が
元

に
な
っ
て
決
め
ら
れ
る
。
そ

う
す
る
と
、
介
護
保
険
料
も

ま
た
値
上
げ
と
い
う
こ
と
か
。

春
闘
の
５
０
０
円
な

ど
足
し
に
も
な
ら
な

い
。
実
質
賃
金
は
低

下
す
る
ば
か
り
だ
。

（
Ｈ
）

フ
ッ
ト
サ
ル
で

職
場
交
流

５
月
下
旬
か
ら
６

月
初
旬
に
か
け
て
定

時
後
に
試
合
が
行
な

わ
れ
ま
し
た
が
、
32

チ
ー
ム
が
参
加
し
ま

し
た
。
事
業
所
の
真

ん
中
に
あ
る
グ
ラ
ウ

ン
ド
で
２
つ
の
フ
ッ
ト
サ
ル

コ
ー
ト
を
作
成
し
、
１
日
に

４
試
合
が
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

試
合
当
日
は
参
加
し
て
い
る

チ
ー
ム
の
職
場
の
人
を
は
じ

め
、
大
勢
が
観
戦
し
大
変
盛

り
上
が
り
ま
し
た
。
グ
ラ
ウ

ン
ド
は
ち
ょ
う
ど
本
館
か
ら

も
見
下
ろ
せ
る
位
置
に
あ
る

た
め
、
本
館
の
中
か
ら
観
戦

し
た
人
も
い
ま
し
た
。
途
中
、

雨
に
よ
り
試
合
が
延
期
に
な
っ

た
日
も
あ
り
ま
し
た
が
、
無

事
全
て
の
試
合
日
程
を
消
化

す
る
こ
と
が
で
き
、
職
場
内

外
の
交
流
を
深
め
る
機
会
と

な
り
ま
し
た
。

（
Ｋ
）

ル
ネ
サ
ス
労
組

大
会
代
議
員
少
な
い

７
月
25
日
、
ル
ネ
サ
ス
労

組
の
第
二
回
定
期
大
会
が
開

催
さ
れ
る
と
案
内
が
き
た
が
、

８
５
９
８
名
の
組
合
員
の
組

織
が
40
名
の
代
議
員
で
大
会

を
開
く
と
は
あ
ま
り
に
も
少

な
い
と
感
じ
た
の
は
自
分
一

人
だ
ろ
う
か
？
。

（
Ｙ
）

職
場
だ
よ
り
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絵

手

紙

で

ご

挨

拶

電機連合の大会議案

７月５日～６日、大分県で電機連合

の第５５回大会が開催されます。

提案されている「議案書」に対して、

０７春闘での「賃金改善額」のバラバ

ラとなった統一闘争のあり方、一時金

での「業績連動方式」を採用している

組合の月数公表されていない問題など

があります。

ワーク・ライフ・バランスの趣旨を

活かした職場での長時間・過密労働の

解消などの課題があります。 （Ｔ）

昨
年
、
法
改

正
後
初
め
て
の

再
雇
用
問
題
で

は
、
こ
の
職
場

新
聞
で
も
大
き

く
取
り
上
げ
た
。
最
近
の

状
況
は
、
希
望
者
は
再
雇

用
さ
れ
て
い
る
と
聞
く
と

嬉
し
い
限
り
で
あ
る
。
今

後
は
、
社
員
並
み
の
処
遇

を
め
ざ
し
て
も
ら
い
た
い

も
の
で
あ
る

（
Ｔ
）

編集後記


